
第176号議案

令和５年度静岡県一般会計補正予算

令和５年度静岡県の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ36,861,000千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ1,430,412,000千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第

１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の変更並びに追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。

（県債の補正）

第４条 県債の変更は、「第４表 県債補正」による。



第１表

（単位：千円）

１ 県税 489,000,000 0 489,000,000

１ 県民税 132,494,000 0 132,494,000

２ 事業税 140,443,000 0 140,443,000

３ 地方消費税 103,127,000 0 103,127,000

４ 不動産取得税 10,590,000 0 10,590,000

５ 県たばこ税 4,032,000 0 4,032,000

６ ゴルフ場利用税 2,542,000 0 2,542,000

７ 軽油引取税 38,049,000 0 38,049,000

８ 自動車税 56,444,000 0 56,444,000

９ 鉱区税 4,000 0 4,000

１０ 核燃料税 1,240,000 0 1,240,000

１１ 狩猟税 35,000 0 35,000

２ 地方消費税清算金 193,505,000 0 193,505,000

１ 地方消費税清算金 193,505,000 0 193,505,000

３ 地方譲与税 66,300,000 0 66,300,000

１ 特別法人事業譲与 63,449,000 0 63,449,000

税

２ 地方揮発油譲与税 2,021,000 0 2,021,000

３ 石油ガス譲与税 78,000 0 78,000

４ 自動車重量譲与税 543,000 0 543,000

歳　入　歳　出　予　算　補　正
歳　　　　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計



５ 森林環境譲与税 181,000 0 181,000

６ 航空機燃料譲与税 28,000 0 28,000

４ 地方特例交付金 2,180,000 0 2,180,000

１ 地方特例交付金 2,180,000 0 2,180,000

５ 地方交付税 181,900,000 903,000 182,803,000

１ 地方交付税 181,900,000 903,000 182,803,000

６ 交通安全対策特別 1,000,000 0 1,000,000

交付金

１ 交通安全対策特別 1,000,000 0 1,000,000

交付金

７ 分担金及び負担金 4,812,588 570,087 5,382,675

１ 負担金 4,812,588 570,087 5,382,675

８ 使用料及び手数料 14,573,546 0 14,573,546

１ 使用料 9,576,761 0 9,576,761

２ 手数料 508,785 0 508,785

３ 証紙収入 4,488,000 0 4,488,000

９ 国庫支出金 214,219,012 21,227,296 235,446,308

１ 国庫負担金 51,816,659 0 51,816,659

２ 国庫補助金 159,367,290 21,227,296 180,594,586

３ 委託金 3,035,063 0 3,035,063

１０ 財産収入 2,989,224 0 2,989,224

１ 財産運用収入 859,695 0 859,695

２ 財産売払収入 2,129,529 0 2,129,529



１１ 寄附金 268,618 0 268,618

１ 寄附金 268,618 0 268,618

１２ 繰入金 70,864,230 0 70,864,230

１ 特別会計繰入金 478,298 0 478,298

２ 基金繰入金 70,385,932 0 70,385,932

１３ 繰越金 7,890,000 0 7,890,000

１ 繰越金 7,890,000 0 7,890,000

１４ 諸収入 25,462,782 110,617 25,573,399

１ 延滞金、加算金及 554,542 0 554,542

び過料等

２ 預金利子 6,200 0 6,200

３ 貸付金元利収入 320,378 0 320,378

４ 受託事業収入 1,022,404 0 1,022,404

５ 収益事業収入 6,371,000 0 6,371,000

６ 利子割精算金収入 1,000 0 1,000

７ 雑入 17,187,258 110,617 17,297,875

１５ 県債 118,586,000 14,050,000 132,636,000

１ 県債 118,586,000 14,050,000 132,636,000

1,393,551,000 36,861,000 1,430,412,000歳　入　合　計



１ 議会費 2,004,022 0 2,004,022

１ 議会費 2,004,022 0 2,004,022

２ 知事直轄組織費 7,154,922 0 7,154,922

１ 知事直轄組織費 7,154,922 0 7,154,922

３ 危機管理費 6,685,907 0 6,685,907

１ 危機管理費 6,685,907 0 6,685,907

４ 経営管理費 35,038,184 0 35,038,184

１ 経営管理費 20,704,196 0 20,704,196

２ 徴税費 9,121,946 0 9,121,946

３ 地域振興費 1,601,033 0 1,601,033

４ 選挙費 1,328,556 0 1,328,556

５ 出納費 1,802,021 0 1,802,021

６ 人事委員会費 231,019 0 231,019

７ 監査委員費 249,413 0 249,413

５ くらし・環境費 12,010,608 0 12,010,608

１ くらし・環境費 3,311,633 0 3,311,633

２ 県民生活費 594,592 0 594,592

３ 建築住宅費 1,681,253 0 1,681,253

４ 環境費 6,423,130 0 6,423,130

歳　　　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計



６ スポーツ・文化観 14,846,701 20,000 14,866,701

光費

１ スポーツ・文化観 2,529,589 0 2,529,589

光費

２ スポーツ費 1,551,024 0 1,551,024

３ 文化費 5,318,516 0 5,318,516

４ 観光交流費 2,376,397 0 2,376,397

５ 空港振興費 3,071,175 20,000 3,091,175

７ 健康福祉費 322,314,103 2,689,300 325,003,403

１ 健康福祉費 10,781,667 0 10,781,667

２ 福祉長寿費 63,062,087 774,200 63,836,287

３ こども未来費 50,461,738 130,100 50,591,838

４ 障害者支援費 24,483,487 170,000 24,653,487

５ 医療費 35,018,594 1,615,000 36,633,594

６ 感染症対策費 62,407,081 0 62,407,081

７ 健康費 75,677,934 0 75,677,934

８ 生活衛生費 421,515 0 421,515

８ 経済産業費 93,696,486 10,130,000 103,826,486

１ 経済産業費 13,971,811 0 13,971,811

２ 産業革新費 12,543,739 3,320,000 15,863,739

３ 就業支援費 2,069,951 0 2,069,951

４ 商工業費 21,616,492 0 21,616,492

５ 農業費 11,789,240 1,901,000 13,690,240

６ 農地費 19,367,474 2,569,000 21,936,474

７ 森林・林業費 10,653,393 1,895,000 12,548,393



８ 水産・海洋費 1,587,800 445,000 2,032,800

９ 労働委員会費 96,586 0 96,586

９ 交通基盤費 120,211,304 23,557,300 143,768,604

１ 交通基盤管理費 7,846,376 0 7,846,376

２ 建設経済費 101,766 0 101,766

３ 建築管理費 54,873 0 54,873

４ 道路費 47,098,418 4,727,000 51,825,418

５ 河川砂防費 37,659,828 16,692,000 54,351,828

６ 港湾費 14,339,891 1,912,000 16,251,891

７ 都市費 13,110,152 226,300 13,336,452

１０ 警察費 81,473,656 0 81,473,656

１ 警察管理費 78,075,572 0 78,075,572

２ 警察活動費 3,398,084 0 3,398,084

１１ 教育費 239,458,875 464,400 239,923,275

１ 総合教育費 11,850 0 11,850

２ 教育委員会費 20,528,302 179,600 20,707,902

３ 小学校費 59,099,643 0 59,099,643

４ 中学校費 36,036,775 0 36,036,775

５ 高等学校費 54,350,399 0 54,350,399

６ 大学費 7,373,468 0 7,373,468

７ 特別支援学校費 28,284,414 0 28,284,414

８ 学校教育費 2,982,837 200,000 3,182,837

９ 社会教育費 781,395 0 781,395



１０ 私学振興費 30,009,792 84,800 30,094,592

１２ 災害対策費 31,105,232 0 31,105,232

１ 観光施設災害復旧 30,000 0 30,000

費

２ 空港施設災害復旧 80,000 0 80,000

費

３ 社会福祉施設災害 282,000 0 282,000

復旧費

４ 農林水産施設災害 7,581,000 0 7,581,000

復旧費

５ 土木施設災害復旧 21,350,000 0 21,350,000

費

６ 教育施設災害復旧 430,000 0 430,000

費

７ 災害対策諸費 1,352,232 0 1,352,232

１３ 公債費 191,235,000 0 191,235,000

１ 公債費 191,235,000 0 191,235,000

１４ 諸支出金 234,816,000 0 234,816,000

１ 地方消費税清算金 99,894,000 0 99,894,000

２ 所得割交付金 335,000 0 335,000

３ 利子割交付金 286,000 0 286,000

４ 配当割交付金 3,199,000 0 3,199,000

５ 株式等譲渡所得割 3,166,000 0 3,166,000

交付金

６ 法人事業税交付金 9,710,000 0 9,710,000

７ 地方消費税交付金 98,286,000 0 98,286,000

８ ゴルフ場利用税交 1,800,000 0 1,800,000

付金

９ 軽油引取税交付金 11,673,000 0 11,673,000

１０ 自動車税環境性能 2,263,000 0 2,263,000

割交付金

１１ 利子割精算金 1,000 0 1,000



１２ 旧法による自動車 3,000 0 3,000

取得税交付金

１３ 県税還付金 4,200,000 0 4,200,000

１５ 予備費 1,500,000 0 1,500,000

１ 予備費 1,500,000 0 1,500,000

1,393,551,000 36,861,000 1,430,412,000歳　出　合　計



 第　２　表

1　変　　　　　更
（単位：千円）

6
ス ポ ー ツ ・
文 化 観 光 費

5 空 港 振 興 費 空 港 振 興 費 640,000

8 経 済 産 業 費 2 産 業 革 新 費 産 業 革 新 費 2,050,000

5 農 業 費 農 業 費 1,240,000

6 農 地 費 農 地 費 3,137,000

7 森 林 ・ 林 業 費 森 林 ・ 林 業 費 2,094,000

9 交 通 基 盤 費 4 道 路 費 道路橋りょう新設改良費 7,235,000

5 河 川 砂 防 費 河 川 改 良 費 11,819,000

海 岸 費 1,177,000

砂 防 費 6,087,000

農 林 地 す べ り 対 策 費 1,246,000

6 港 湾 費 港 湾 建 設 費 5,110,000

漁 港 整 備 費 1,573,000

7 都 市 費 市 街 地 整 備 費 99,000

繰 越 明 許 費 補 正

金　　　　　　　　　額

補   正   前 補   正   後

620,000

100,000

104,000

617,000

403,000

3,073,000

2,594,000

50,000

2,442,000

101,000

4,494,000

983,000

70,000

款 項 事　　　業　　　名



2　追　　　　　加

7 健 康 福 祉 費 4 障 害 者 支 援 費

11 教 育 費 2 教 育 委 員 会 費

8 学 校 教 育 費

障 害 者 支 援 費 170,000

教 育 管 理 費 180,000

高 校 教 育 費 200,000

款 項 事　　　　　業　　　　　名 金　　　　　額



 第　３　表

1　追　　　　　加

126 　道路事業工事契約（一般国道 令和 5 年度から 62,000 千円

135号） 令和 6 年度まで 工事予定額 62,000 千円

令和5年度計上予算額 0 千円

債　務　負　担　行　為　補　正

事　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　度　　　　　額

( )



 第　４　表

起　 債　 の　 目　 的 限 度 額
起 債 の
方　  法 利　率 償　　還　　の　　方　　法 起　 債　 の　 目　 的 限 度 額

起 債 の
方　  法 利　率 償　　還　　の　　方　　法

千円 千円

地 震 対 策 事 業 費 303,000 普通貸借 10.0％ 政府から借り入れる場合は、その融資 地 震 対 策 事 業 費 303,000 普通貸借 10.0％ 政府から借り入れる場合は、その融資

脱 炭 素 推 進 事 業 費 615,000 又　　は 以　内 条件により、銀行その他から借り入れ 脱 炭 素 推 進 事 業 費 615,000 又　　は 以　内 条件により、銀行その他から借り入れ

出 先 機 関 庁 舎 等 整 備 費 1,452,000 証券発行 る場合は、据置期間を含めて30年以内 出 先 機 関 庁 舎 等 整 備 費 1,452,000 証券発行 る場合は、据置期間を含めて30年以内

公 有 林 整 備 費 67,000 （他の地 に元利均等又は元金均等若しくは元金 公 有 林 整 備 費 67,000 （他の地 に元利均等又は元金均等若しくは元金

ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 費 353,000 方公共団 不均等の方法をもって年賦又は半年賦 ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 費 353,000 方公共団 不均等の方法をもって年賦又は半年賦

文 化 学 術 施 設 整 備 事 業 費 1,136,000 体との共 若しくは満期一括で償還する。　　　 文 化 学 術 施 設 整 備 事 業 費 1,136,000 体との共 若しくは満期一括で償還する。　　　

観 光 施 設 整 備 事 業 費 483,000 同発行を ただし、県財政の都合により繰上償還 観 光 施 設 整 備 事 業 費 483,000 同発行を ただし、県財政の都合により繰上償還

空 港 整 備 事 業 費 662,000 含む） し、償還期限を短縮し、又は借換えす 空 港 整 備 事 業 費 662,000 含む） し、償還期限を短縮し、又は借換えす

社 会 福 祉 会 館 整 備 事 業 費 4,000 ることができる。　　　　　　　　　 社 会 福 祉 会 館 整 備 事 業 費 4,000 ることができる。　　　　　　　　　

老 人 福 祉 施 設 整 備 事 業 費 573,000 償還財源は一般歳入又はその他の収入 老 人 福 祉 施 設 整 備 事 業 費 573,000 償還財源は一般歳入又はその他の収入

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 費 116,000 をもって支弁する。 児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 費 116,000 をもって支弁する。

障 害 者 施 設 整 備 事 業 費 98,000 障 害 者 施 設 整 備 事 業 費 155,000

看護職員養成所施設整備事業費 133,000 看護職員養成所施設整備事業費 133,000

職業能力開発施設整備事業費 9,000 職業能力開発施設整備事業費 9,000

工 業 技 術 研 究 所 整 備 費 253,000 工 業 技 術 研 究 所 整 備 費 253,000

先端農業推進拠点整備事業費 5,000 先端農業推進拠点整備事業費 5,000

農林技術研究所整備事業費 468,000 農林技術研究所整備事業費 468,000

農林環境専門職大学整備事業費 126,000 農林環境専門職大学整備事業費 126,000

食肉センター再編整備事業費 229,000 食肉センター再編整備事業費 229,000

土 地 改 良 事 業 費 2,679,000 土 地 改 良 事 業 費 3,236,000

耕 地 災 害 防 止 施 設 費 549,000 耕 地 災 害 防 止 施 設 費 877,000

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 2,730,000 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 2,730,000

自 然 災 害 防 止 事 業 費 475,000 自 然 災 害 防 止 事 業 費 475,000

育 種 場 設 備 整 備 事 業 費 8,000 育 種 場 設 備 整 備 事 業 費 8,000

林 道 事 業 費 586,000 林 道 事 業 費 621,000

臨 時 林 道 整 備 事 業 費 98,000 臨 時 林 道 整 備 事 業 費 98,000

治 山 事 業 費 1,594,000 治 山 事 業 費 2,211,000

緊急自然災害防止対策事業費 8,298,000 緊急自然災害防止対策事業費 8,298,000

沿 岸 漁 場 整 備 費 39,000 沿 岸 漁 場 整 備 費 39,000

魚介類種苗生産施設整備費 27,000 魚介類種苗生産施設整備費 27,000

水産・海洋技術研究所等整備費 65,000 水産・海洋技術研究所等整備費 65,000

道 路 事 業 費 4,368,000 道 路 事 業 費 5,878,000

県　　　　　　債　　　 　　　補　　　　　　正

補　　　　　　　　正　　　　　　　　前 補　　　　　　　　正　　　　　　　　後

地方独立行政法人静岡県立病院
機 構 事 業 費

5,643,000
地方独立行政法人静岡県立病院
機 構 事 業 費

5,643,000



臨 時 県 道 整 備 事 業 費 16,257,000 臨 時 県 道 整 備 事 業 費 16,781,000

河 川 事 業 費 3,841,000 河 川 事 業 費 8,667,000

臨 時 河 川 整 備 事 業 費 1,566,000 臨 時 河 川 整 備 事 業 費 1,566,000

海 岸 保 全 事 業 費 753,000 海 岸 保 全 事 業 費 1,343,000

砂 防 事 業 費 2,005,000 砂 防 事 業 費 3,338,000

港 湾 事 業 費 2,475,000 港 湾 事 業 費 2,764,000

漁 港 整 備 費 645,000 漁 港 整 備 費 796,000

漁 港 海 岸 保 全 費 151,000 漁 港 海 岸 保 全 費 220,000

地 域 鉄 道 対 策 事 業 149,000 地 域 鉄 道 対 策 事 業 149,000

都 市 公 園 整 備 費 301,000 都 市 公 園 整 備 費 301,000

地 震 防 災 事 業 費 218,000 地 震 防 災 事 業 費 218,000

警 察 施 設 整 備 費 2,328,000 警 察 施 設 整 備 費 2,328,000

臨 時 高 等 学 校 施 設 整 備 費 9,652,000 臨 時 高 等 学 校 施 設 整 備 費 9,652,000

特 別 支 援 学 校 施 設 整 備 費 703,000 特 別 支 援 学 校 施 設 整 備 費 853,000

県 有 施 設 改 善 事 業 費 183,000 県 有 施 設 改 善 事 業 費 183,000

大 学 施 設 整 備 事 業 費 244,000 大 学 施 設 整 備 事 業 費 244,000

国 直 轄 土 地 改 良 事 業 費 652,000 国 直 轄 土 地 改 良 事 業 費 702,000

国 直 轄 治 山 事 業 費 594,000 国 直 轄 治 山 事 業 費 798,000

国 直 轄 道 路 事 業 費 5,276,000 国 直 轄 道 路 事 業 費 5,841,000

国 直 轄 河 川 事 業 費 1,276,000 国 直 轄 河 川 事 業 費 1,884,000

国 直 轄 海 岸 保 全 事 業 費 728,000 国 直 轄 海 岸 保 全 事 業 費 975,000

国 直 轄 砂 防 事 業 費 2,042,000 国 直 轄 砂 防 事 業 費 2,737,000

国 直 轄 港 湾 事 業 費 1,831,000 国 直 轄 港 湾 事 業 費 2,476,000

現 年 災 害 観 光 施 設 復 旧 費 30,000 現 年 災 害 観 光 施 設 復 旧 費 30,000

過 年 災 害 空 港 施 設 復 旧 費 20,000 過 年 災 害 空 港 施 設 復 旧 費 20,000

現 年 災 害 空 港 施 設 復 旧 費 60,000 現 年 災 害 空 港 施 設 復 旧 費 60,000

過年災害社会福祉施設復旧費 7,000 過年災害社会福祉施設復旧費 7,000

現年災害社会福祉施設復旧費 66,000 現年災害社会福祉施設復旧費 66,000

過年災害農林水産施設復旧費 8,000 過年災害農林水産施設復旧費 8,000

現年災害農林水産施設復旧費 463,000 現年災害農林水産施設復旧費 463,000

過 年 災 害 土 木 復 旧 費 3,368,000 過 年 災 害 土 木 復 旧 費 3,368,000

現 年 災 害 土 木 復 旧 費 3,894,000 現 年 災 害 土 木 復 旧 費 3,894,000

国 直 轄 災 害 復 旧 費 393,000 国 直 轄 災 害 復 旧 費 393,000

現 年 災 害 教 育 施 設 復 旧 費 163,000 現 年 災 害 教 育 施 設 復 旧 費 163,000

臨 時 財 政 対 策 22,000,000 臨 時 財 政 対 策 22,000,000

計 118,586,000 計 132,636,000



第177号議案

令和５年度静岡県流域下水道事業会計補正予算

（総 則）

第１条 令和５年度静岡県流域下水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量の補正）

第２条 令和５年度静岡県流域下水道事業会計予算（以下「予算」という｡)第２条に定めた業務の予定量を

次のとおり補正する。

（資本的収入及び支出の補正）

第３条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正し、本文かっこ書を次のとおり

改める。

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額615,561千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額40,000千円、減債積立金367,750千円、建設改良積立金185,122千円、過年度分損益勘定留

保資金16,504千円及び当年度分損益勘定留保資金6,185千円で補塡するものとする｡)

（補 正 前） （補 正） （ 計 ）

１ 年 間 総 処 理 水 量 30,777,000㎥ 0㎥ 30,777,000㎥

(ｱ) 狩 野 川 東 部 流 域 下 水 道 11,287,000㎥ 0㎥ 11,287,000㎥

(ｲ) 狩 野 川 西 部 流 域 下 水 道 19,490,000㎥ 0㎥ 19,490,000㎥

２ １ 日 平 均 処 理 水 量 84,090㎥ 0㎥ 84,090㎥

(ｱ) 狩 野 川 東 部 流 域 下 水 道 30,839㎥ 0㎥ 30,839㎥

(ｲ) 狩 野 川 西 部 流 域 下 水 道 53,251㎥ 0㎥ 53,251㎥

３ 流 域 関 連 市 町 数 8市町 0市町 8市町

(ｱ) 狩 野 川 東 部 流 域 下 水 道 3市町 0市町 3市町

(ｲ) 狩 野 川 西 部 流 域 下 水 道 5市町 0市町 5市町

４ 建 設 改 良 事 業 1,358,700千円 72,000千円 1,430,700千円

(ｱ) 狩 野 川 東 部 流 域 下 水 道 478,000千円 72,000千円 550,000千円

(ｲ) 狩 野 川 西 部 流 域 下 水 道 880,700千円 0千円 880,700千円

（科 目） （補正前の額） （補 正 額） （ 計 ）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 1,268,375千円 72,000千円 1,340,375千円

第１項 企 業 債 287,000千円 12,000千円 299,000千円

第２項 国 庫 補 助 金 652,250千円 48,000千円 700,250千円

第３項 負 担 金 329,125千円 12,000千円 341,125千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 1,883,936千円 72,000千円 1,955,936千円



（企業債の補正）

第４条 予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり改める。

第１項 建 設 改 良 費 1,358,700千円 72,000千円 1,430,700千円

第２項 固 定 資 産 取 得 費 6,425千円 0千円 6,425千円

第３項 企 業 債 償 還 金 518,811千円 0千円 518,811千円



（補 正 前）

（補 正 後）

起 債 の 目 的 限 度 額
起 債 の

方 法
利 率 償 還 の 方 法

千円

狩野川東部流域下水道建設費

狩野川西部流域下水道建設費

83,000

204,000

普通貸借

又 は

証券発行

10.0％

以 内

政府から借り入れる場合は、その融資

条件により、銀行その他から借り入れ

る場合は、据置期間を含めて30年以内

に元利均等又は元金均等若しくは元金

不均等の方法をもって年賦又は半年賦

若しくは満期一括で償還する。

ただし、県財政の都合により繰上償還

し、償還期限を短縮し、又は借換えす

ることができる。

償還財源は、事業収入又はその他の収

入をもって支弁する。

計 287,000

起 債 の 目 的 限 度 額
起 債 の

方 法
利 率 償 還 の 方 法

千円

狩野川東部流域下水道建設費

狩野川西部流域下水道建設費

95,000

204,000

普通貸借

又 は

証券発行

10.0％

以 内

政府から借り入れる場合は、その融資

条件により、銀行その他から借り入れ

る場合は、据置期間を含めて30年以内

に元利均等又は元金均等若しくは元金

不均等の方法をもって年賦又は半年賦

若しくは満期一括で償還する。

ただし、県財政の都合により繰上償還

し、償還期限を短縮し、又は借換えす

ることができる。

償還財源は、事業収入又はその他の収

入をもって支弁する。

計 299,000


